
現         行 改        正
1 36 37 新たに表2-6の次に次の3.認証の基準を挿入。3.留意事項を4.に替え、番号を淳送りにする。

３．認証の基準
（１）基準省令に定められている性能基準は、給水管及び給水用具ごとにその性能と設置場所に応じて適用される。
（２）1997(平成9)年7⽉の厚⽣省水道整備課⻑通知で⽰された「給水管及び給水用具の性能基準の解説」を基に耐
圧、浸出、水撃限界、逆流防止、負圧破壊、耐寒及び耐久の7項目の性能基準及び根拠となる考え方や適用対象は、表
2-7に⽰す。
                                           表2-7 給水管及び給水用具に適用される性能基準

凡例：◎……常に適用される性能基準
   〇……給水用具の種類、用途(飲用に用いられた場合、浸出の性能基準が適用となる)、設置
                 場所により適用される性能基準
     −……適用外
 なお、基準の確認は製造者が自らの責任で製品に係る試験成績書等により基準適合性を証明する自己認証、又は第三者認証機関に
よる証明を利用する第三者認証により判断するものとしている。
 認証とは給水管及び給水用具が各製品の設計段階で構造材質基準に適合していることと、当該製品の製造段階でその品質の安定性
が確保されていることを証明することである。(給水工事技術振興財給水装置工事技術指針2020、p151)

説明不足のため、挿入。 給水管及び給水用具における認証の適用
は、用途や使用場所などにより異なるた
め、自己認証品を承認する場合、具体的
に性能基準の適用を⽰さなければならな
いため、この項が必要となる。
 なお、今後新たな挿入が⽣じた場合、
今回のように旧項目3.→4.留意事項と
し、以下項目番号及び図番号等を順送り
する。

2 43 45         表3-4 同時使用率を考慮した給水用具数 (明石市基準) 表3-4の適用を明確にするため、修正。現在、同時使用栓数を表3-4の差表を適
用している。この表はφ13の装置を水理
計算する場合、流速制限を越えるため、
3直導入に際して設けられたものと考え
られる。しかしながら、4階以上の建物
には、最少口径20㎜としていることか
ら、適用の明確化を図るため。

3 46 48
（４）テナントビル等で、入居者が決まっていない場合の計画使用水量は、水道メーター又は各区画へ
の分岐口径によるものとする。（表3-6）

（４）ファミリーとワンルームが混在する場合は、すべてＢＬ基準で計算する。
（５）貸テナントビル等で入居者が決まっていない場合、設置するメーター口径又は各区画へ
の分岐部の口径において、管内流速2ｍ/sを越えない流量を適用する。

・BL基準による水量の計算を容易に
する。
・説明内容が適切でないため、修
正。

賃貸店舗等においては、未設置の給水装
置の場合、使用水量は表3-6では流速制
限以内の水量となっていないので、整合
する。

4 88 ５．直結増圧式（増圧猶予を含む。）において、共用の水道メーターを地付けメーターとする場合には、
メーターの下流側にバルブを設置する(図5-3)。ただし、パイプシャフト内でメーターユニットを設置した
場合には、このバルブは不要とする。

                                          図5-2(2)  直結増圧式で地付けメーターの設置

メーターの取替えを容易にするため
に、追加。

共用栓は地上に設置する場合を想定して
いたが、各階の廊下洗い等に給水栓を設
置するケースが多いため、メーター取り
替え時に管内の水が逆流するため、この
ようにすることにより作業を容易にす
る。

給水装置工事施行基準2023版 現行改正の対比（案）

番号
内        容

改 訂 理 由 備    考現行頁 改訂頁

給水管 ◎ ◎ ― ― ― ― ―

給水栓　ボールタップ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ―

バルブ ◎ ○ ○ ― ― ○ ○

継手 ◎ ○ ― ― ― ― ―

浄水器 ○ ◎ ― ○ ― ― ―

湯沸器 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ―

逆止弁 ◎ ○ ― ◎ ○ ― ◎

ユニット化装置(流し台、洗面台、浴槽、便器等) ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ―

自動食器洗い機、冷水機(フォータークーラー)、洗
浄便座等 ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ―

耐
寒

耐
久

耐
圧

性能基準

給水管及び給水用具

浸
出

水
撃
限
界

逆
流
防
止

負
圧
破
壊

表3-4 同時使用率を考慮した給水用具数

総給水用具数（個） 同時使用率を考慮した給水用具数(個)

1 1

2〜7 2
8∼10 3

11〜15 4

16〜20 5

21〜30 6

総給水用具数（個） 同時使用率を考慮した給水用具数(個)

1 1

2〜4 2

5∼10 3
11〜15 4

16〜20 5
21〜30 6

(参考：『給水装置工事技術指針』(2020、p270)

(適用：４階以上の建物に対する水理計算する場合)

(注：左表を変更し、明石市基準)

(適用：①３階以下の建物に対し水理計算をする場合

②貯水槽式から直結式に改造でメーターφ13を使用する場合)

(a) (b)

1階

2階

3階

4階

5階

ＢＰ
Ｍ

バルブ

非常用共用栓

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

共用給水栓

共用メーター

(地付け)

Ｍ

Ｍ

総給水用具数（個） 同時使用率を考慮した給水用具数(個)

1 1
2〜7 2
8∼10 3

11〜15 4

16〜20 5
21〜30 6

(備考：明石市で水理計算する場合は、上記の表を使用する。)

総給水用具数（個） 同時使用率を考慮した給水用具数(個)

1 1

2〜4 2

5∼10 3

11〜15 4

16〜20 5

21〜30 6

(参考：『給水装置工事技術指針』(2020、p270)の同時使

用率を考慮した給水用具数は、下表のとおり。)



5 66 68              表3-23 弁栓類その他の表⽰記号

(給水工事技術振興財団：給水装置工事技術指針2020、p292:排泥弁を追加、消火栓は明石市仕様に変更)

                                            表3-23 弁栓類その他の表⽰記号

(給水工事技術振興財団：給水装置工事技術指針2020、p292:排泥弁、圧弁、定流量弁を追加。ただし消火栓は変更)

表3-23の記号は、不足分を追加す
る。

6 68 68 表3-23の従来使用しているものと、
新たな追加とを分けることで理解を
容易にするため。

7 70 鋳鉄管等の管割り図作成のため

8 71 竣工図を丁寧かつ正確に記録するこ
とは、維持管理において、重要かつ
必須であると考えられる。

9 95 109  6.2.1 貯水槽式給水の構造
上から6行目
４．親メーター（φ50以上）の二次側直近に定流量弁（局の貸与品）を設置する。
上から13行目
  や配水管への大きな圧力変動等が⽣じることから、口径50㎜以上の水道メーターには局貸
  与の定流量弁を設置する

 6.2.1 貯水槽式給水の構造
上から6行目を修正
４．親メーター（φ75以上）の二次側直近に定流量弁（局の貸与品）を設置する。
上から13行目を修正
  や配水管への大きな圧力変動等が⽣じることから、口径75㎜以上の水道メーターには局貸
  与の定流量弁を設置する

誤り分を訂正する。

10 105 119              表7-1 φ50までの分岐工法               表7-1 φ50までの分岐工法 誤り分を訂正する。

名　　称 表示記号 名　　称 表示記号 名　　称 表示記号

仕切弁 消火栓 管の交差

止水栓
防護管

(さや管)
水道メーター

逆止弁 口径変更 ヘッダー

排泥弁 減圧弁 定流量弁

Ｍ

Ｒ Ｔ

50 40 30 25 20

75以上

50

40

30

25

50

75,100

PE(水道配水用ポ
リエチレン管)

EFチーズ
EFサドル付分水栓

PE管用鋳鉄製サドル付分水栓

EFサドル付分水栓
PE管用鋳鉄製サドル付分水栓

　　　　　　　　　　　　分岐口径
被分岐管口径　　　　　　　(㎜)

DIP(φ75以上) サドル付分水栓

VP

サドル付分水栓

チーズ サドル付分水栓

サドル付分水栓

チーズ

チーズ

チーズ

名　　称 表示記号 名　　称 表示記号 名　　称 表示記号

仕切弁 消火栓 管の交差

止水栓
防護管

(さや管)
水道メーター

逆止弁 口径変更 ヘッダー

排泥弁

Ｍ

50 40 30 25 20

75以上

50

40

30

25

50

75,100

　　　　　　　　　　　　分岐口径

被分岐管口径　　　　　　　(㎜)

DIP(φ75以上)

PE(水道配水用ポ
リエチレン管)

サドル付分水栓

サドル付分水栓

EFサドル付分水栓
PE管用鋳鉄製サドル付分水栓

EFサドル付分水栓

PE管用鋳鉄製サドル付分水栓
EFチーズ

チーズ

チーズ

チーズ

VP

サドル付分水栓

チーズ サドル付分水栓

記 号 名 称 記 号 記 号

仕切弁

バルブ

メーターユニット

メーターバイパスユニット

名 称

メーター(φ40以下)

メーター(φ50)

メーター(φ75以上)

電磁弁

名 称

割T字管(耐震形) 又は

表3-24  表2-23の補足

記  号 水道給水用ポリエチレン
管(φ20〜50) 記  号 記  号

直管
75・100  ：4ｍ
150〜250：5ｍ
300〜450：6ｍ

直 管
(20〜50)

ＥＦソケット

受挿し片落管 ＥＦ90°エルボ

挿し受片落管 ＥＦ45°エルボ ＥＦチーズ

曲管90° ＥＦキャップ ＥＦ両受チーズ

曲管45° ＥＦレデューサ ＥＦ片受チーズ

曲管22°1/2 ＥＦチーズ ＳＰチーズ

曲管11° ＥＦスクリュージョイント

ＥＦオネジソケット
Ｇ形:グループ形

曲管 5°5/8
ＥＦスクリュージョイント

ＥＦメネジソケット
F形フラット形

両受曲管45°
ＥＦスクリュージョイント

ＥＦユニオンソケット
Ｇ形:グループ形

両受曲管22°1/2
ＥＦスクリュージョイント

伸縮継手
F形フラット形

 P-Ling

 G-Ling

フランジ付
ＥＦチーズ
(浅層埋設用)

フランジ付Ｅ
Ｆ片愛チーズ
(浅層埋設用)

直管

ＥＦ受口付直管

ＥＦソケット

チーズ

水道配水用ポリエチレン管
(φ50〜300)

片落管

曲管

浅層埋設形フランジ付Ｔ字管
(空気 弁用・消火栓用 )

35 0・45 0 除く

両受ソフトシール弁

甲切管

乙切管

ライナー付
( 直管・甲切管)

接合部品
75〜400のみ

GX形(φ75〜450)

二受Ｔ字管

フランジ付Ｔ字管
(空気 弁用・消火栓用 )

帽

うず巻き式フランジ付きＴ字管
(消火栓用)

75〜350のみ

継ぎ輪

両受単管

乙字管

形式2

GF

形式2

GF

形式2

GF

挿し口

表3-29  GX管及び栓類の表示記号

⑥ 配水管の分岐から水道メーターまでの給水管は、管種、口径、延⻑を記入する。 鋳鉄管（φ75以上）及びＰＥ管（φ50以
上）を道路等に布設する場合は、維持管理のため、平面図には配管記号を用いて図⽰するとともに、詳細図として配水管の分
岐から宅地内等の「縦断面図」（図3-10）、「横断図」は20ｍに一箇所を基準とする。 表3-24  表2-23の補足

図3-10 縦断面図の作図例

減圧弁、定流量弁を追加。ただし消火栓は変更）



11 140 新たに7.5.3を挿入
7.5.3　メーターバイパスユニットの設置

メーターバイパスユニットの採用に
より追加。

１．給水装置設置後において、水道メーター取替等に断水等が生じ支障となる建物には、メー

ターバイパスユニットを設置することができる。

２．前項でメーターバイパスユニットを設置する建物は、口径40㎜以上の直結式給水で、次の
施設とする。

（１）特別老人ホーム

（２）店舗

（３）工場

（４）その他、維持管理上で支障があると判断される施設

３．前項以外で、申込者がメーターバイパスユニットの設置を申し出する場合は、事前協議し

設置するものとする。

４．メーターバイパスユニットの設置においては、製造メーカーの取扱説明書等に記載された

内容を留意し、適切に維持管理できるように設置する。

【内容説明】

１．メーターバイパスユニットとは、不断水でメーターの設置、交換を容易にするものである。
最近、メーター取替作業において、使用者側からの通常時間帯に作業を拒否や時間指定等

にますます困難なものになっているのが現状である。このことを解消するため、メーターバ

イパスユニットにより解消するために設置する。

２．メーターバイパスユニットの構造は、圧着で接合するメーター接続機器、仕切弁（逆止弁

を内臓）、流路切換弁、一次側と二次側を繋ぐバイパス管を備えたもの、とメーターボックス

とを一体としたもの。（図7-26(3)）

図7-26(3)　 メーターバイパスユニットの例

141 ３．メーターバイパスユニットの機能は、図7-26(4)のとおりメーター取替え時にはバイパス

側を通水させ、断水を回避できる機能を持たせたものである。

　　　　　　　(a) 通常の使用時　　　　　　　　　　　　　　　　　(b) 水道メーター取替え時

図7-26(4)　 メーターバイパスユニットの例

４．仕様は、表2-2(2)、表2-3、図2-19を参照。

12 145 165 7.9　給水装置のシステム基準
現行p.145上から2行目に挿入
　構造材質基準を適用するために必要な技術的細目は厚生労働省で定められており、システム基準は給水装置
工事が適正に施行された給水装置であるか否かの判断基準を明確にしたものである。
　システム基準の具体例として、①必要な耐圧性能が確保されるよう、給水管、接手等が適切に接合されてい
ること、②施工現場の状況に応じて、必要な耐食性等を有する部品の選択や防護措置が取られていること、③
給水用具自体が水撃限界性能や耐寒性能を有していない場合でも、給水装置としてこれらの性能が確保されて
いること、④逆流防止性能、負圧破壊性能を有する給水用具を適切に配置すること等により、汚水の逆流が確
実に防止されていること等である。

構造材質基準システム基準の説明不
足のため、挿入。

13 10 10 図1-4の中、定流量弁(φ50以上)を
(φ75以上)に訂正

図1-4 貯水槽方式

メーターボックス

バイパス管

逆止弁

仕切弁

水道メーターメーター脱着機構

流路切換器

仕切弁

メーター流路切換弁

閉

メーター接続機器

バイパス管

閉止

(メーター脱着)

流路をバイパス菅に切換え

バイパス管

切換ハンドル

閉
閉

配水管

道路

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

非常用給水栓

各戸メーター

第１止水栓

1ｍ以内

Ｍ

Ｐ

ポンプ

空気弁

メーターユニット

貯水槽

親メーター

定流量弁(φ50以上)

Ａ

配水管

道路

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

Ｍ

非常用給水栓

各戸メーター

第１止水栓

1ｍ以内

Ｍ

Ｐ

ポンプ

空気弁

メーターユニット

貯水槽

親メーター
定流量弁(φ75以上)

Ａ

図1-4 貯水槽方式



14 129 147 7.7.1基本事項
【内容説明】

7.7.1基本事項
【内容説明】
４．給水管の配管は、給水装置の構造材質基準を遵守し、維持管理等を容易となるよう、基本的な配管と留
意すべき事項は次のとおり。

現行P.129の文末に追加する。
配管工事の基本を挿入する。

配管の基本を、具体的に説明する。

148 （１）できるだけ直線かつシンプルに配管する。(図7-26(3)) 

（２）配管は、配水管分岐口径と同径もしくはそれ以下の口径、先細り管とする。ただし、

5.6の改造工事の場合は除く。(図7-26(4)) 

（３）配管の末端には給水栓、湯沸器等の特殊器具とする。なお、将来、給水栓を増設する

ためとしてバルブ止めは、停滞水、無届工事等の発生に繋がるため、行ってはならな

い。(図7-26(5))

149 （４）スイミングスクール等は多量の水を使用するため、貯水槽式給水とする。

なお、配管途中で、口径の脹らまし及びループ配管、循環ポンプの設置等は、行ってはなら

ない。(図7-26(6))

（５）クロスコネクションとなる配管はしない。 (図7-26(7)) (7.9.5 参照)

   図7-26(7) 例(5)

（６）給水装置又は貯水槽水道以下の給水設備において、私設水道メーターを設置してはなら
ない。

15 182 202 8.4.2 穿孔監督依頼
１．配水管から分岐工事を行う場合は、「配水管穿孔監督依頼書(様式第56号)」及び道路占用
許可申請書等（写し）を提出し立会の日時を予約する。
２．分岐工事には、主任技術者が立会する。

8.4.2　穿孔監督依頼等
現行P.182の上から2行目
１．穿孔監督
（１）配水管から分岐工事を行う場合は、「配水管穿孔監督依頼書(様式第56号)」及び道路占
用許可申請書等（写し）を提出し立会の日時を予約する。
（２）分岐工事には、主任技術者が立会する。
２．排泥弁及び消火栓を設ける給水主管は、事前に「新設給水管水圧検査願」を提出の上、布
設後に水圧検査を行う。この検査合格後に主管からの分岐を行う。
３．道路占用許可申請は、個人申請とする。

2項に排泥弁及び消火栓を設ける給水
主管の水圧検査の手続きを載せる。

旧基準の記載漏れ

м

配
水
管

図7-26(3) 例(1)

図7-26(4) 例(2)

м

配
水
管

バルブ止め

図7-26(5) 例(3)

図7-26(6) 例(4)
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φ20
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16 203 2項の説明を挿入 旧基準の記載漏れ

17 183 203 ３．占用申請について
現行P.183の上から1行目に挿入

18 205

206                                          表8-5 道路及び地下埋設物管理者等の問合せ先一覧表

20 49 51 下から3行目
（２）図3-2のグラフ又は１．（２）の式から同時使用水量（Ｑ）を求める。

下から4行目
（２）図3-2のグラフから、求めた器具負荷単位数を①又は②グラフに対応させ、縦軸の同時
使用水量（Ｑ）で求める。

H4度に1.(")の指揮を削除したが、修
正漏れ。

21 50 52 現行P.50図・表の位置 現行P.52の表3-13のメーター口径の上限値を、改正.52の表3-11の下に移す。
                                               

関係する表と図の内容を一致させ
る。

以前はφ250まであったが、φ450ま
で拡大。

19 142 162
（２）ＧＸ形（呼び径75〜250）直管継手の接合（図7-39）

上から12行目
（２）ＧＸ形（呼び径75〜450）直管継手の接合（図7-55）

具体的に問合せ窓口を載せる。

２．排泥弁及び消火栓を設ける給水主管の水圧検査
（１）水圧検査の依頼
排泥弁及び消火栓を設ける給水主管は、「穿孔監督依頼」に際し、「新設給水管水圧検査願」
(図8-24)を同時に提出する。
（２）水圧検査の範囲図
  道路止水栓又は仕切弁から巻末の排泥弁又は消火栓までの給水主管とする。（図8-28）
  ただし、この給水主管からの分岐は、水圧検査が合格後とする。

                  図8-28 水圧検査の方法
 
 ３．占用申請等について
  給水管を公道に布設する場合は、道路法第32条の規定により、道路管理者に対し道路占用許可申請書
を提出する前に、水道局給水係の窓口で「局の経由印」を得るものとする。
（１）占用申請の手続き（表8-4 参照）
① 市道及び県道の道路占用申請は、個人
申請である。
② 国道は局申請（電子申請）するため、
必要な関係書類を局に提出する。
③ 県道、国道に係る継続申請は、竣工
後、局に権利譲渡の手続きを行う。
④ 水路敷等の許可申請が必要な場合、
指定工事業者は事前協議を行い所定の
申請を行う。                 図8-27 新設給水管水圧検査願
現行P.184の文末に挿入
（３）道路及び地下埋設物管理者等の問合せ先（表8-5）

（１）占用申請の手続き
① 市道及び県道の道路占用申請は、個人申請である。
② 国道は局申請（電子申請）するため、必要な関係書類を局に提出する。
③ 県道、国道に係る継続申請は、竣工後、局に権利譲渡の手続きを行う。
④ 水路敷等の許可申請が必要な場合、指定工事業者は事前協議を行い所定の申請を行う。

道路占用申請の根拠を説明する。

教務を円滑にするため。

閉

テストポンプ

排泥弁

排泥弁(開)

水圧検査の範囲

    年   ⽉   日
    年   ⽉   日 午前   午後

申込者名
施工場所
給水管
穿孔工事日
検査希望日

明石市
口径  ㎜   延⻑   m

               事業者名
               代表者
               電話
排泥弁又は消火栓を設置する給水管を新設しましたので、水圧検査をお願いします。
受付番号
水道番号

新設給水管水圧検査願
令和 年 ⽉ 日

明石市公営企業管理者 様

               (指定工事業者)
               住所

(給水工事技術振興財団：給水装置工事技術指針2020、p272・273)

公衆用 私室用
洗浄弁 10 6
洗浄タンク 5 3
洗浄弁 5
洗浄タンク 3

洗面器 給水栓 2 1
手洗器 給水栓 1 0.5

医療用洗面器 給水栓 3
事務用流し 給水栓 3
台所流し 給水栓 3

混水弁 3
給水栓 4 2

食器洗い流し 給水栓 5
連合流し 給水栓 3
洗面流し 給水栓(水栓1個につき) 2

掃除用流し 給水栓 4 3
浴槽 給水栓 4 2

シャワー 混水弁 4 2
大便器が洗浄弁による場合 5 8
大便器が洗浄タンクによる場合 6

水飲み器 水飲み水栓 2 1
湯沸し器 ボールタップ 2

散水・車庫 給水栓 5

料理場流し

浴室一式

器具名 水 栓
給水負荷単位

大便器

小便器

メーター口径(㎜) 20 25 40 50 75 100

上限流量(ℓ/min) 37 60 151 240 533 942

注1）上限流量とは、管内流速2ｍ/sの流量である。

注2）例、メーター口径40㎜の使用範囲は、流量(ℓ/min)60を超え151以下となる。

公衆用 私室用
洗浄弁 10 6
洗浄タンク 5 3
洗浄弁 5
洗浄タンク 3

洗面器 給水栓 2 1
手洗器 給水栓 1 0.5

医療用洗面器 給水栓 3
事務用流し 給水栓 3
台所流し 給水栓 3

混水弁 3
給水栓 4 2

食器洗い流し 給水栓 5
連合流し 給水栓 3
洗面流し 給水栓(水栓1個につき) 2

掃除用流し 給水栓 4 3
浴槽 給水栓 4 2

シャワー 混水弁 4 2
大便器が洗浄弁による場合 5 8
大便器が洗浄タンクによる場合 6

水飲み器 水飲み水栓 2 1
湯沸し器 ボールタップ 2

散水・車庫 給水栓 5

料理場流し

浴室一式

器具名 水 栓
給水負荷単位

大便器

小便器

大便器 1 タンク式
洗面器 1
台所流し 2
浴室器具 3 シャワー付き
洗濯機 7

住宅ユニット 10
大便器・洗面器・台所流し・浴
室器具・洗濯機等

大便器 5 洗浄弁式
洗浄タンク 3.5 タンク式
小便器 3 洗浄弁式(センサ感知自動洗浄弁含む)

洗面器 1.5
便器 8 洗浄弁式
便器 5 タンク式
洗面器 1.5

事務所

男子

.女子

住 宅

器 具 名 新給水負荷単位 備  考

表3-13 メーター口径の上限値

表3-11 給水用具給水負荷単位

表3-11 給水用具給水負荷単位

表3-12 新給水用具負荷単位

区　　　分 窓　　　口 所　轄　地 所　在　地 連　絡　先

国道2号線
（加古川バイパス）

国土交通省
　姫路河川国道事務所

国道2号線（加古川バイパス）～東播海岸 姫路市北条1丁目250 (代)079-282-8211

JR

山陽電気鉄道

078-303-7746

079-428-1740
             4331

(代)078-707-0234

(代)078-912-3750

079-435-2365

神戸市西区玉津町今津字宮の
西333-1

加古郡播磨町東本荘1丁目5-
30

078-928-5820

(代)079-421-1101
(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
079-421-9192

(代)079-421-1101

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
079-421-9192

(代)078-912-1111

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
078-918-5032

(代)079-421-1101

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
079-421-9375

(代)078-912-1111

(ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)
078-918-5017

078-912-2651

078-787-7799

明石市中崎1丁目5-1

明石市東仲ノ町2番14号

神戸市垂水区北舞子4丁目10-
8
　NTT舞子ビル1F

神戸市中央区港島中町4丁目
5-3

加古川市平荘町養老656

神戸市垂水区福田5丁目6-20

明石市域

明石市域

神戸市との市域境界
県道平野舞子停車場線　松が丘2丁目

神戸市との市域境界
　太寺天王町

播磨町との市域境界
二見町西二見(山陽西二見駅北付近)

神戸市西区森友1丁目153

加古川市加古川町寺家町天神
木97-1

加古川市加古川町寺家町天神
木97-1

明石市中崎1丁目5-1

加古川市加古川町寺家町天神
木97-1

神戸市役所建設局
　西建設事務所

播磨町役場
　都市基盤部土木課

国道2号
　（国道175号より以東）
国道175号
国道28号

国道2号
　（国道175号線より以西）
国道250号

明石・神戸・宝塚線、神戸・明石線、
小部・明石線、宗佐・土山線、大久保・稲
見・加古川線、明石港線、林崎港線、二見
港・土山線、西明石停車場線、岩岡・魚住
線、江井ケ島・大久保停車場線、平荘・大
久保線、明石・高砂線、志染・土山線、明石
停車場線、有瀬・大蔵線、姫路明石自転車
道

市道
市管理道路
里道

河川
港湾

水路敷

明石市域

明石市域

明石市市民生活局
　農水産課
　（※市役所 5F）

関西電力株式会社
　明石営業所

ミライトテクノロシーズ
　NTT事業本部
　西日本事業部
　アクセス部保守センタ
　神戸保守グループ

大阪ガス株式会社
兵庫導管部

兵庫県企業庁
　東播磨利水事務所

神戸市役所建設局
　垂水建設事務所

ＮＴＴ

大阪ガス

工業用水

神戸市道

播磨町道

国土交通省事務所
　近畿地方整備局
　明石国道事務所
　明石維持出張所

兵庫県東播磨県民局
　加古川土木事務所
　管理第１課

兵庫県東播磨県民局
　加古川土木事務所
　管理第１課

明石市都市局
　道路安全室
　道路総務課(占用担当
　（※市役所6F）

兵庫県播磨県民局
　加古川土木事務所
　管理第２課

国道2号線

（国道1 75号線より以東）

国道175号線

国道2号
（国道1 75号線より以西）

国道250号線

県道

市道
(市管理道路、里道を含む。)

河川
(港湾を含む。)

水路敷

関西電力



22 52 54 現行P.52の図・表の位置 現行P.50の表3-12新給水負荷単位を、改正P.54の図3-3の上にに移す。

23 195 217 現行P.195の2行目に

　①　φ30以下

　②　φ40以上（排泥弁及び消火栓を設ける給水主管の水圧検査）(図9-9)

 

24 67 69 表3-27 工事別の表⽰記号 表3-27 工事別の表示記号 表⽰記号の内容を整理。

                    (給水工事技術振興財団：給水装置工事技術指針2020、p292) 　　　　　　　　　　　　　　　　　(給水工事技術振興財団：給水装置工事技術指針2020、p292：明石市で一部加工)

25 115 129 上から8行目 上から8行目

（２）口径75㎜以上の給水管には、明⽰テープをらせん状に巻く。 （２）口径50㎜以下の給水管には、明示テープをらせん状に巻く。

26 115 129 実務で明⽰シートは幅15㎝である。

27 129 ３．ロケーティングワイヤーの布設
水道配水用ポリエチレン管は非導電管であることから、管路探知作業を容易にするために、ロケーティング
ワイヤーを布設する。次に施工要領を⽰す。
（１）取扱いの留意事項
① ワイヤー先端部の処理 ワイヤーの先端部は水分が入ると錆が⽣じるで、必ず指定の
キャップで先端部を処理する。（図7-17）

水道配水用ポリエチレン管の布設に
伴ないロケーティングワイヤーの布
設が必要であるため、施行方法を明
記する。

130

図7-17　ワイヤー先端部の処理

②　ワイヤー相互連絡　ワイヤーは、図7-18に示す(1)～(4)の手順で行う。

図7-18 ワイヤーの接続手順

誤記の訂正。

（給排水衛生設備基準・同解説SHASE-S206-2019、p238-239）

大便器 1 タンク式
洗面器 1
台所流し 2
浴室器具 3 シャワー付き
洗濯機 7

住宅ユニット 10
大便器・洗面器・台所流し・浴
室器具・洗濯機等

大便器 5 洗浄弁式
洗浄タンク 3.5 タンク式
小便器 3 洗浄弁式(センサ感知自動洗浄弁含む)

洗面器 1.5
便器 8 洗浄弁式
便器 5 タンク式
洗面器 1.5

事務所

男子

.女子

住 宅

器 具 名 新給水負荷単位 備  考

（給排水衛生設備基準・同解説SHASE-S206-2019、p238-239）

（給排水衛生設備基準・同解説SHASE-S206-2019、p235）

図9-8 耐圧検査の範囲

表3-12 新給水用具負荷単位

図9-9 φ40以上の耐圧検査（φ50の場合の例)

配水管

第１止水栓

0.75MPa、20分間、局の立会

排泥弁φ40

テストポンプ

HIVP φ50

水圧検査の範囲

新設 既設 新設 既設

線　別 実線(朱) 破線(黒) 一点鎖線(朱) 二点鎖線(黒)

記入例

廃　止

破線(黒)を斜線(朱)で消す

名　称
給水管 給湯管

撤　去
新設 既設 新設 既設

線　別 実線 破線 一点鎖線 二点鎖線

記入例

実線を斜線で消す

名　称
給水管 給湯管

撤　去 廃　止

メーター口径(㎜) 20 25 40 50 75 100

上限流量(ℓ/min) 37 60 151 240 533 942

注1）上限流量とは、管内流速2ｍ/sの流量である。

注2）例、メーター口径40㎜の使用範囲は、流量(ℓ/min)60を超え151以下となる。

図3-3 新給水負荷単位による同時使用水量

図3-3 新給水負荷単位による同時使用水量

表3-13 メーター口径の上限値

40cm

40cm

明示シート

水道管

図7-16 明示シートの施工 図7-16 明示シートの施工

※

(※明石市基準)

15cm

水道管

40cm

明示シート

キャップ ワイヤー

ワイヤーＡとワイヤーＢを結ぶ。

キャップで先端部の処理をする。
結び目をねじってＡの先端をＢのワイヤーに、

Ｂの先端をＡ側のワイヤーに向ける。

Ａの先端をＢのワイヤーに、Bの先端をＡ

のワイヤーにそれぞれすきまなく15cm程度

巻く。

巻きつけた上から自己粘着テープでテーピン

グする。

※自己融着テープでテーピングした後、さら

にビニルテープを巻くとベストである。



（２）配水管への施工

①　本管への配線……本管上の起点部に先端部の処置したワイヤーを5～6回程度コイル状に巻いてビニルテー
プで固定する。固定後、ワイヤーを本管上に若干の緩みをもたせながら配線し、適当な間隔（約2ｍ）でワイ
ヤークリッパー又はビニルテープで固定する。（図7-19）

図7-19　本管への配線

131 ②　本管端末部の処理

　　先端部の処理（図7-17）と同様。

④　バルブボックス・消火栓ボックスへの配線

ワイヤーを切断せず、ねじって図7-20のように折返して輪をつくり、地上から手の届

　　く位置まで立ち上げる。（探知器との接続部となる。）

⑤　Ｔ字型のジョイント 

ジョイントする側のワイヤーを本管側のワイヤーに隙間なく15cm 程度巻きつけ、ワイ

ヤークリッパー又はビニルテープで固定する。（図7-21）

図7-21　Ｔ字型のジョイント

(配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝパイプｼｽﾃﾑ協会:水道配水用ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管及び管継手維持管理ﾏﾆｭｱﾙ2017,p41～43)

28 73〜76   3.6.2 留意事項 作図における、留意点を挙げることにより、図面作
成を容易にする。

本管起点部・

末端部

ワイヤーをコ

イル状に巻く
コイル状に巻い

たワイヤー

ビニルテープで

固定する
ワイヤークリッパー(又はビ

ニルテープ)で固定する

図7-20 バルブボックス・消火栓ボックスへの配線

ワイヤー

テーピング

ワイヤークリッパー（又は

ビニールテープ）で固定

本管側ワイヤー

ジョイントする側の

ワイヤーを巻き付ける

９

No. 項 目 作 図 方 法 留 意 事 項

開発協議の条件

による給水管寄

附

(1) 設計及び竣工図は、使用材料が理

解でききよう管割りで描く。

(2) 図面の構成は平面図にて全施工

(給水管含む。)を表す。

(3) 断面図は、原則20ｍに1箇所、分

岐から布設方向に描く。

(4) 詳細図は配水管の取出し部、管末

の排泥弁(消火栓)等の詳細を図示する。

(補足) 伏越し部や下水のマンホール

の迂回する場合等は、詳細図必要とす

る。なお、直線布設で土被りが変化す

る場合には、断面図で表記する。

申込者施工場所 指定工事業者 枚目

方位 平面図

Ａ 部詳細図 ①-①'断面図 B部 詳細図

Ａ B①

①'

М

D
IP
φ

10
0

メーターφ13撤去

М

直結止水栓φ20

メーターφ20(口径変更)

4.0

HIVPφ20－2.0

(〇〇〇〇−□□□□)

１

２

３

No. 項 目 作 図 方 法 留 意 事 項

(1) 既設配水管の分岐から末端の給水

栓まで描く。

(2) 配水管の口径、止水栓、直結止水

栓、メーター及び道路幅員等を描く。

(3) 既設の撤去部分から既設メーター

までを描き、管路の上に赤斜線する。

(4) 既設装置をすべて撤去する場合、

メーター以降は描かない。

(5) 既設メーターには必ず口径

書き、()内に水道番号を書く。

基本事項 (1) 詳しくは、施行基準「3.6図面作

成」を参照。なお、鋳鉄管の接合記号

は、ダクタイル鋳鉄協会発行の『便

覧』を参照。

(2) 図面は、様式第50号(B4版、厚紙)

を使用し、標題欄に記入する。

(3) 左上に方位を書く。

(4) 既設給水管・給水用具は、黒の破

線

(5) 新設は、赤の実線

(6) 引出線は黒の細実線、文字は黒書

き

(7) 給水管の管種、口径、寸法を書く

改造工事(工事用)

（水道メーターの

口径変更）

申込者施工場所 指定工事業者 枚目

分水止め (1) 分水止めの位置に×印。

(2) 既設メーターの口径を記入し、水

道番号は（）内に記入する。

D
IP
φ

10
0

メーターφ13撤去

М

分水止めφ20

4.0

(〇〇〇〇−□□□□)

戸建て住宅建築予定

DI
Pφ

10
0

М

М

М

(〇〇〇〇−□□□□)φ20

PPφ20－3.5

サドル付分水栓φ100×20

HIVPφ20－7.3

H
IV

Pφ
2
0－

1
.5直結止水栓φ20

メーターφ20

第１止水栓φ20

(1) 撤去する既設給水管の線上を赤の

斜線で、撤去する範囲を表す。

(2) 既設メーターを移設する場合

①既設メーターの口径。

②現設置位置を(イ)

③移設する場所を(ロ)とし、引出

線で「(イ)→(ロ)に移す」と書く。

4

No. 項 目 作 図 方 法 留 意 事 項

5 改造工事②

(共有管からの切

り離しの場合)

(1) 撤去する既設給水装置は分岐から

メーターまでの管を表記するが、複栓

の場合は、不要となる分岐部を閉止

(キャップ止め)する。

(2)分岐先の既設給水装置にはメー

ター及び水道番号を書き込む。

DI
P
φ
1
00

(イ)→(ロ)に移す

H
IV

Pφ
2
0-

10
.0

М

(イ)

(ロ)М

φ20

HIVPφ20－5.0

4.0

改造工事①

（給水管のルート変

更、水道メーターの

位置変更）

(〇〇〇〇－××××)φ13撤去

φ20

6 改造工事③

(給水管を取替え

する場合)

キャップ止めφ13

D
IP
φ
1
0
0

М

4.0

VPφ13 撤去

HIVPφ20－1.0
М

メーターφ13 撤去

直結止水栓φ20

メーターφ20(口径変更)

HI
VP

φ
20

－
12

.0

HIVPφ20－2.0

HIVPφ20－3.0

(1) 取替える既設給水管(黒の破線)に

赤でハッチングする。

(〇〇〇〇−□□□□)

7

No. 項 目 作 図 方 法 留 意 事 項

8 貯水槽構造図

①平面図

②断面図

③有効容量等の

計算書

(1) 給水装置工事の施工は平面図で表

すものであるが、3階建て以上の建物で

立上り管を取替えする場合には、平面

図での表現は難しいので、系統図を用

いる。

(2) この系統図で表現ができないよう

な場合は、立面図を作成する。

H
IV
Pφ

4
0
－
8
.0

改造工事④

（立上り管を取替

えする場合）

М М

ММ

ММ

М М

ММ

ММ

S
G
P-
V
φ
40
 撤

去

S
GP
-V
φ
4
0 
撤
去

H
IV
Pφ

40
－
8
.0

Ａ HIVPφ20－2.0 Ａ

［平面図］
［記入の要点］

(1) 水槽の大きさ

(2) 水槽は単式か、二層式かどうか。

水槽、マンホール、連通管等の形状。

(3)水槽周りの給水管、給水用具の口径を

記入。

定水位弁φ〇×2

Y型ストレーナーφ〇×2

HIVPφ○○－○

a

b

サクション管φ〇〇

連通管φ○○

マンホールφ600

B:壁からの距離〇〇

B:〇〇

［断面図］

電源

警報装置

M
M

b

h

〇

〇

〇

〇

H:
有
効

水
深

A:吐水口空間

真空破壊孔φ〇

フレキシブル継手φ〇

HIVPφ○○－○

オーバーフロー管φ〇

ドレン管φ〇

［記入の要点］

(1) 水槽の有効容量

(2) 水槽周りの給水管、給水用具を記入。

(3) 給水管、給水用具、オーバーフロー

管、ドレン管、サクション管の口径

(4) 警報装置を記入。

(5) A:吐水口空間(施行基準7.9.6参照)、

B:壁からの寄りを記入

(6) オーバフロー管、ドレン管は排水口

空間を確保する。

L.W.L

サクション管φ〇

B:壁からの距離〇〇

［有効容量等の計算］

(1)実有効容量(a×b×H) ＞ 計画一日使用水量×(4～6/10)

計画一日使用水量の求め方は、施行基準3.4.3の2.を参照。

(2) 吐水口空間の計算

施行基準7.9.6を参照。

【例】右図給水管Φ40で、［近接壁の影響がある場合］［壁からの離れ］［近接壁2面の

場合］をB=200㎜に配管した場合、［4dを超え6d以下］ 4×d＝160㎜ ＜B=200㎜ ＜

6×d＝240㎜により、［3.0d以上］吐水口空間は、A=3.0×40=120㎜以上を確保する。

B=200

B=200

(例図)
φ40

バルブφ〇

H.W.L



29 77〜82 3.6.3　作図例
１．平面図は方位を入れる。北を上にして、次の事項に留意し作図する。。
（１）配水管の分岐（新設、既設を問わず配水管又は給水主管）から作図
する。
（２）配水管又は給水主管の材質・口径、水道メーター（新設又は既設、
撤去）の口径、敷地境界線等を記入。
（３）分水止め等で装置撤去の場合、撤去メーター、口径、水道番号を表
記する。
（４）直結する特殊器具（瞬間湯沸器、冷凍機器、洗髪器、歯科用ユニッ
ト、加湿器、加圧形
ポンプユニット等）は、図面に機器名称、製品番号、認証番号を明記する。
２．貯水槽式給水の計画一日使用水量、有効容量、吐水口空間等の計算は、
図の余白部に書き入れる。
【内容説明】
１．工事用平面図例及び使用材料表記入例（図3-13）

作図例を提⽰し、図面の統一化を図る。

30 17 17 表2-3　指定メーカー一覧表 表2-3 指定メーカー一覧表 指定材料の新規承認による。

31 16 16 表2-2(3)　指定材料 表2-2(3) 指定材料 指定材料の新規承認による。

32 27 27 図 2-11(A) 沈下防止型鋳鉄製量水器 指定材料の新規承認による。

名　　　称 数　量 単　位

 ｻﾄﾞﾙ付分水栓 φ150×20 1 個

 PP φ20 3.0 m

 止水栓 φ20 1 個

 止水栓ボックス L=400 1 個

 メーター用伸縮継手 φ20 3 個

 直結止水栓 φ20 1 個

 メーターボックス φ20 1 個

 HIVP φ20 2.0 m

 HIVP φ13 1.0 m

 HIソケット　φ20×13 1 個

 水栓柱 φ13 1 個

 給水栓　φ13 1 個

使　　用　　材　　料

М

D
IP
φ
15
0

1 戸建て

建築予定

φ
20

3.0

5.0

図3-13 工事用平面図例と使用材料表記入例

施工場所 申込者 

１階平面図

(○○○○-□□□□～××××)

φ13×8撤去

玄関

HIVPφ20－8.0

М

М

М

φ
40

台所

便所

浴室

洗面

HIVPφ13－2.0 HIVPφ20－3.0

HI
V
P
φ
2
0
－
6
.
0

HIVPφ13－4.0

PBPφ13－4.0

PB
P
φ
1
3
－
3
.
0

P
B
P
φ
1
3
－
3
.
0

P
BP
φ

20
－

3.
0PBPφ20－1.0

PB
P
φ
1
3
－
2
.
0

P
BP
φ

13
－

2.
0

P
B
P
φ
1
3
－
1
.
5

天井裏

点検口

点検口

φ100

PPφ20－1.30

直結止水栓φ20

分水止めφ405
.0
0

1.
8
0

Ａ

図 3-14 戸建て住宅の平面図 

２．戸建て住宅の平面図例（図 3-14） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２階平面図

指定工事店 枚目 

洗面
便所

ベランダ

PBPφ13－3.0

H
IV
P
φ
1
3－

8.
0

P
BP
φ

13
－

1.
5 立上り管PBP20－3.0

P
BP
φ

13
－
1
.5

PB
P2
0
－
1
.0

製品名 ガス瞬間湯沸器
製品番号
認証番号

Ａ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実長 止水栓 分岐(直) 分岐(分) 逆止弁 ｽﾘｰｽ弁 メーター エルボ 給水栓 直結止水栓 サドル分水栓 その他 小計 小計×1.1

A－B 13 12 1.51 228 2.7 1.2 3.0 6.9 7.6 1.73

B－C 20 12 0.64 33 8.2 2.4 10.6 11.7 0.38

C－D 20 32 1.70 178.5 13.5 0.2 1.0 6.0 7.7 7.2 6.2 2.0 43.8 48.2 8.60

 － #DIV/0! 0 0.0 0.0 0.00

 － #DIV/0! 0 0.0 0.0 0.00

Σh' 10.72

損失水頭計算表

区間
口径
(㎜)

流量
(ℓ/mn)

流速
(ｍ/S)

動水勾配
(‰)

直　管　換　算　長（ｍ） 損失水頭
(ｍ)

４．３直水理計算書例 

（１）計算の進め方 

① 3階部は、3階直結直圧給水によりメーター 

口径はφ20 以上とする。 

 ② 口径、使用水量が変る箇所に下流から節点番 

号（アルファベット）を付ける。すると、 

給水主管Ａ→Ｂ→Ｃ→Ｄ区間の損失水頭計算 

を容易にするため、仮定する口径、延長、使 

用水量を記入する。 

 ③ 使用水量は全給水栓数 8栓、３直なので 

表3-4(b)により同時使用栓数は 3栓とする。 

 ④ 最高位置の給水栓、分岐から遠い給水栓等 

までの損失水頭が高くなるルートを選ぶ。 

 

２．口径の決定 

（１）損失水頭の計算 

全給水栓数 8栓→施行基準 表 3-4(b)より同時使用栓数 3栓 

  使用箇所 台所(2F) 12 ℓ/min 

              手洗い(2F) 8 ℓ/min 

              タンク式便器(3F) 12 ℓ/min 

 

 

 

 

 

（２）結果 

判定式 h′＋Σh ＜ Ｈ 

Ｈ＝0.2(Ｍpa)×102(ｍ)＝20.40 ｍ 

 (h′＋Σh) ＜ Ｈ 

 h′＝1.2＋5.7＋0.8＝7.70 ｍ 

7.70＋10.72 ＝18.42 ｍ ＜ 20.40 ｍ 

∴仮定口径は条件を満たす。 

Ａ

0
.
8

大便器

12ℓ/min

5
.
7

1.
2

7.
7

3F

1F

台所

12ℓ/min

手洗い

8ℓ/min

Ｂ

Ｃ

Ｄ

0
.
8

メーターボックス 園部商事㈱ ㈱タイガー ㈱ダイモン 平山水工㈱ ㈱グランドボックス

（鋳鉄製） 園部重工業㈱ 日之出水道機器㈱ ㈱三和

（ＦＲＰ製）
栗本商事㈱ 三国プラスチック㈱ 日之出水道機器㈱ タキロン㈱
アロン化成㈱　前澤化成工業㈱

（複式メーター用） ㈱タブチ

（沈下防止型鋳鉄製） ㈱ダイモン

メーターボックス 園部商事㈱ ㈱タイガー ㈱ダイモン 平山水工㈱ ㈱グランドボックス

（鋳鉄製） 園部重工業㈱ 日之出水道機器㈱ ㈱三和

（ＦＲＰ製）
栗本商事㈱ 三国プラスチック㈱ 日之出水道機器㈱ タキロン㈱
アロン化成㈱　前澤化成工業㈱


